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（27） 　国際人権 NGO アムネスティ日本 AMNESTYサイト、「死刑廃止国・存置国詳細リス
ト（2018 年 12 月末）」（https://www.amnesty.or.jp/human-rights/topic/pdf/DP_2018_country_
list.pdf:accsessed on 15.08.2019）参照。























































広島法学　43 巻２号（2019 年）－ 62
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　こうした史的考察からすると、死刑存廃の論争において注目されるのは、
死刑を廃止すべきなのか、はもちろんであるが、死刑を真の意味で廃止でき
ない理由、あるいは死刑の復活を許してしまう理由である。結論を述べれば、
それは中国漢代から長い間繰り返されていた肉刑存廃と同様に、適切な代替
刑を見つけることができなかったところに求められるだろう。もし国情に合
わず、国民の生活感情と反するものを無理矢理に代替刑として採用・執行す
れば、それは素早く消えていくに違いない。すなわち、国情や生活感情に合
致しない代替刑であれば、そもそも死刑の代替足りえないのである。このよ
うな社会において、死刑廃止を可能とするためには、それに等価な代替刑の
存在が必要である。逆に言えば、国情や生活感情が死刑を望まない社会とな
れば、それに代替する刑罰の導入も必要ではなくなるという論理も可能であ
る。EU諸国など、死刑の廃止を維持している社会では、代替刑の存在を問
題にすることなく、死刑という刑罰の価値そのものの否定がこれを導いたと
みることができるからである。
　従って、一口に死刑廃止といっても、その論理には、死刑に一定の価値を
認めながらも、同様の効果を担保できる代替刑を導入することでこれを実現
する形態と、死刑の価値そのものを否定することによってこれを実現する形
態があるように思われる。本稿における考察は、史的観点から主として前者
の形態を裏書きしたものであるが、同時にその等価性に疑問が生じたり、逆
にむしろそれが死刑維持の実態を糊塗したりするものである場合は、その虚
飾性がかえって制度復活を招来してしまうことがあることも指摘しえたと思
う。後者の観点は、恒常的な死刑廃止にとってはより好ましい形態であり、
現代における死刑存廃論の中心であるとも言えるが、もし死刑廃止そのもの
が政策課題なのであれば、国情や生活感情としては死刑維持を望む国や社会
においても現実的且つ有効なのは、むしろ前者のアプローチであるかもしれ
ない。しかし、果たしてそのような代替刑の導入が、人道的観点を含めあら
ゆる観点から現実に可能であるのか、これらを含めた考察については次の機
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会に譲り、一応稿を閉じることとしたい。
